【特別徴収事業所の拡大】（返送先＝zk-memo@jiji.co.jp）
自治体名（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
1 　新規の事業所分の給与支払報告書を受理した際の対応について、以下３点うかがいます。
a　特別徴収、あるいは普通徴収の新規適用事業所として登録するための基準を設けていますか（当初段階ではすべて特別徴収事業所として登録する場合は、そのようにお答えください）。
b　aに関連して。特別徴収事業所として登録する基準を設けている場合、その要件を教えてください（例：従業者数が一定以上、社会保険料などの天引きや年末調整を実施、など）。
c　当該事業者が複数の自治体に事業所を持っている場合、他自治体での登録内容をどの程度参考にしていますか（事業所ごとの登録であれば、他自治体での登録内容に準じて判断するか、あるいは貴団体独自の対応とするか）。
2 　新規に給与支払報告書を提出した際、「普通徴収希望」と明記してきた事業所には、その理由などを確認していますか。必ず確認しているか、実施を検討中であれば、その必要性についてのお考えをお聞かせください。
3 　普通徴収を実施している事業所の数や規模を把握していますか。把握している場合、そのデータをどのように活用していますか（例：一定規模以上の普通徴収事業所を抽出し、特徴への移行を推進する）。
4 　一部自治体が導入している「特別徴収事業所の強制指定方式」についてのご見解をお聞かせください。また、上記制度の導入を検討しておられましたら、その理由やクリアすべきとお考えの課題点などを教えてください。
5 　▽貴団体での指定業者登録▽融資審査──などで、特別徴収の実施を要件としていますか。既にしているか、あるいは検討中であれば、その具体的な内容を教えてください。
⑥　貴団体発注の工事や物品調達で、業者を競争入札によって選定する際、特別徴収の実施を評価項目としていますか。「検討中」の場合も含めてお尋ねします。
⑦　従業者本人が確定申告をするなどの理由で給与支払報告書自体を提出しない事業所に対し、同報告書の提出と特別徴収実施の催告を行っていますか。
⑧　電子媒体を用いて、給与支払報告書と税額通知書の交換や事業所データの変更を行っていますか。あるいは計画したりしてしますか。
⑨　貴団体で実施しておられる▽未実施事業所に対する個別訪問など、日常的な普及促進活動▽秋の年末調整説明会でのＰＲ活動──について、その内容を教えてください。
⑩　派遣会社のような従業者の出入りが激しい事業所に対して、何らかの対策を取っておられましたら、その内容を教えてください。
⑪　船員を雇用しているなど、従業者の収入が不規則な業種に対して、何らかの対策を取っておられましたら、その内容を教えてください。
⑫　特別徴収事務が簡単明瞭に理解できるようにパンフレットを作成したり、税額通知書を工夫したりしていれば、その内容を教えてください。
⑬　特別徴収の実施事業所でも「未納」が発生する場合があると思いますが、どのように対処しておられますか。
⑭　その他、特別徴収事業所の拡大に向けた独自措置
⑮　他自治体へのメッセージなどがありましたら、お願いいたします。
⑯　貴団体区域内の事業所数を教えてください（平成２１年度の法人住民税の申告件数でお願いします）。
　　　　　　　　記入者のお名前（　　　　　　　　　　　　　　）
　　　　　　　　　　　　連絡先（　　　　　　　　　　　　　　）
（ご協力ありがとうございます。頂戴した調査票に関して、後日編集部から問い合わせをさせていただく場合もありますので、よろしくお願いいたします。なお、誌面に記入者名、連絡先は掲載されません）
　　　　　　　　　　　　　　　時事通信社『税務経理』
　　　　　　　　　　　　　　　〒104-8178 東京都中央区銀座5-15-8
　　　　　　　　　　　　　　　.E-mail　zk-memo@jiji.co.jp
